
一般質問
8 22５ 22５ 9

一般質問

民主・護憲クラブ

船原 基近　議員

公明党議員団

三宅 智加子　議員

学習指導要領に基づいた小中

学校における性教育は、ユネ

スコの包括的性教育を知ると、

少し不足している観点がある。

教育委員会の見解は。

　　ユネスコが中心となり提

示した指針では、包括的性教

育を提唱し、健康と福祉、人

権の尊重、男女平等などを促

進することを目標としている。

　各学校では、包括的性教育

の考え方も取り入れて全体計

画を作成し、保健体育科のみ

ではなく学校教育活動全体を

通して取り組んでいる。

　　世界に目を向けると、ユ

ネスコは５歳から幅広く性に

ついて学ぶ包括的性教育を行

う方針を示している。一方、

　　子宮頸がんの発症予防を

目的としたヒトパピローマウ

イルス予防ワクチンは、男性

にも効果があり、肛門がん等

の予防にも効果が期待される。

　男性のワクチン接種費用助

成についての市長の見解は。

　　現在、国でワクチンの定

期接種化が検討されているた

め、男性への接種が定期接種

となった際には、市民に対し

て接種を勧奨していきたい。

自由民主党市議団

山口 雅夫　議員

一部改正に則した上で、本市

の実態に合う対策を目指す。

　法改正により、放置すれば

特定空家等になり得る空き家

を管理不全空家等の対象とで

きるほか、勧告を受けた場合

は固定資産税の住宅用地特例

が解除される。早い段階で所

有者に適正な管理を意識づけ

ることで、老朽空家の発生抑

制につながる効果を期待する。

　　線路沿いの商店街や大牟

田川沿いに放置された比較的

大規模な空き店舗は、空き地

及び空家等の適正管理に関す

　　今後、策定予定の次期空

き地及び空家等対策計画の内

容と期待される効果は。

　　空家等対策特別措置法の

る条例に抵触し、指導対象と

なっているはずだが。

　　指導等を行っているが、

解体工事の難しさや高額な解

体費といった課題から、解決

に至っていないものもある。

　　行政代執行を視野に入れ

た除却の検討が必要では。

　　周辺環境に大きな影響を

与える空き家については代執

行も視野に入れながら、適正

な空き家対策を進める。

　　　　安全・安心のまちづ

くりに資するよう除却へ向け

た取組を推進してほしい。

生命をはぐくむまちづくり
～包括的性教育～

子どもたちの
保育施設・教育施設

子ども美術館・博物館
無料鑑賞事業

重要港湾三池港

省エネ家電
買換キャンペーン

自由民主党市議団

中原 誠悟　議員

産業や物流の拠点として、大

きな役割を担っており、企業

誘致や産業の振興に欠かすこ

とのできない重要なインフラ

であると認識している。

　　国際コンテナ航路の週２

便化に向けた取組は。

　　船社に対し、継続して週

２便化の早期実施を要請して

いくとともに、助成制度をＰ

Ｒしながら、積極的なポート

セールスを行っていきたい。　　三池港の重要性について、

市長に伺う。

　　三池港は国指定の重要港

湾であり、福岡県南部地域の

　　教職員の配置状況と、定

数不足解決に向けた奨学金返

済の支援制度に対する見解は。

　　年度当初に教職員４名が

　　キャ ン ペ ー ン の 目 的 や

概要について伺う。

　　本 市 で は 、 脱 炭 素 社 会

の推進に向けた取組の一環と

して、省エネ家電買換キャン

ペーンを実施している。対象

家電製品の買換えや設置等に

係る費用の合計が１万円以上

で 、 補 助 金 額 は 、 合 計 額 の

50％、上限を５万円としている。

　　多数の申請で、予算が不

足した場合の対応は。

　　当初予算を上回る申請が

あった場合には、補正予算に

よる増額も検討していきたい。

自由民主党市議団

豊福 達也　議員

　　国や県補助金の活用を保

育所等に周知する。

　　小中一貫教育制度を宮原

中が導入し、松原中・宅峰中

も試行期間に入っているが、

手応えや進捗状況は。

　　専任の地域学校協働活動

推進委員やスクールソーシャ

ルワーカーの配置、小・中学

校の連携や、学校と家庭・地

域が協働した活動に取り組み、

宮原中で不登校率は減少した。

　　　　教育とまちづくりを

進めることで、大牟田が子育

てしたくなるまちとなるよう、

　　使用済みおむつの保育所

等での処分を推奨する国の方

針を踏まえ、おむつの処分費

用を市で支援できないか。

子供たちへの教育は活発かつ

多角的に検討を。

　　県の事業である当該事業

の本市における周知方法は。

　　広報紙や市・各施設のホー

ムページ等で周知している。

　　　　本事業は、間接的な

給付金でもあると考える。事

業の仕組みを市民が理解でき

るよう周知すべき。来場者数

を増やし、財源確保にもつな

がるよう慎重な情報発信を。

無所属

崎山 恵子　議員

　　個別の状況に応じて、生

活保護が必要な方に生活保護

制度の利用ができるよう情報

を届けることが重要と考える。

　　　　当たり前の権利とし

て安心して利用できる生活保

護制度の運用とともに、就学

援助や介護保険料の減免等、

市民への利用を広げ、全庁的

な取組で生活困窮者の支援を。

　　マイナ保険証は５年に１

回の更新が必要で、これをつ

　　生活保護を利用せずにい

る方が、物価高騰の中、医療

や介護サービスの利用ができ

ていない現状は問題では。

くらない人の資格確認書は有

効期限が１年以内で、どちら

も申請・更新をしなければ無

保険扱いになりかねない。

　今までどおり、紙の保険証

を全員に送れば済むのでは。

　　マイナンバーカードと保

険証の一体化は、オンライン

資格確認により、医療機関等

で閲覧できるため、より良い

治療に資すると理解している。

　　　　マイナンバーカード

の普及事業は一旦止め、検証

が必要。また、紙の保険証は

廃止すべきではない。

本市の小・中・特別支援
学校の教職員不足の実態

空き地・空家・老朽化した
空き店舗について

健康で文化的な最低限度の
生活を営む権利を

会計年度任用職員の実態

不足している。返済支援制度

は、まずは国や県が検討する

ものと考える。教員の確保は、

国や県に強く要望する。

　　産休・育休の取得状況と、

育休中の教職員の補充状況は。

　　令和４年度は 34 名が取得

した。本年度は産前休暇取得

が見込まれる場合に、産休代

替職員を年度当初から配置で

きるよう制度が改正されたた

め、既に２名の配置を行った。

　　非常勤講師が安心して勤

務できるような工夫や取組は。

　　校長には、全ての教職員

に対して、職務内容や情報共

有の徹底を指導している。ま

た、非常勤講師へのねぎらい

や意見聴取等を行っている。

　　会計年度任用職員の給与

など処遇改善に対する考えは。

　　人事院勧告を踏まえて給

与を決定している。看護職等

の資格が必要な職種は、４月

に近隣自治体を参考として給

与水準の引上げを行った。今

後も適正な水準確保に努める。

生命をはぐくむまちづくり
～ヒトパピローマウイルス

予防ワクチン～

紙の保険証廃止で
国民皆保険制度が崩れる


